
事業所で発生する環境負荷の削減

事業所での地球温暖化対策
● 建物での省エネ・温暖化対策
日立物流グループのエネルギー使用量の73.5％が電気、26.5％が燃料の
使用であり、省エネ・温暖化対策として下記に取り組んでいます（右図参照）。
ＬＥＤ照明設備の導入
2018年度は、国内では柏プラットフォームセンター（千葉県）等の新設5拠
点で同設備を導入したほか、蛍光灯等からの更新を18拠点実施し、合計
2,730トンのＣＯ２を抑制しました。海外でもマレーシア・ニライチルドセン
ター(右写真）等の新設拠点において、導入しています。
今後もＬＥＤ照明設備を全面的に採用し、既存の蛍光灯・水銀灯を順次切
り替えていきます。
● 車両の省エネ・温暖化対策
日立物流グループは最新型エコカーの導入、エコドライブの推進、モー
ダルシフト等の輸送改善により、車両燃料起源のＣＯ２抑制に取り組んで
います。
エコカーへの代替促進とエコドライブの推進
日立物流グループでは､低燃費･低公害な環境対応車(エコカー)への代
替を進めており､一部の特殊用途車両を除き、2016年度末にてエコカー
保有率100%を達成しました。
今後は､より環境性能に優れた最新型
エコカーへの代替を進めるとともに､
エコドライブ等の推進により、環境負
荷低減に取り組んでいきます。

マレーシア・ニライチルドセンター

当社グループ 大山崎AE営業所（左上：佐川急便 営業所）

LED照明設備導入によるCO2排出抑制量

2,730トン
(2018年度)

人と地球の未来のために、
できることの全てを。

環 境

【環境方針】

1. 事業所で発生する環境負荷の削減
電気、ガソリン、LPガス等の消費抑制、
廃棄物の再資源化等

2．環境負荷の小さい物流・サービスの提供
CO2削減、資源循環による顧客への貢献

3．環境意識と環境管理のレベル向上
グローバルな環境意識向上と関連法規、
会社規則の遵守

4．自然との共生と環境コミュニケーション促進
生物多様性・生態系保全と顧客・地域との
環境協調
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日立物流グループでは、低炭素な事業プロセスの実現をめざし、エコカーや省エネ機器の積極的な導入を通じて、
事業所で発生する環境負荷の削減に取り組んでいます。

● 日立物流グループのエコカー保有率(国内）
　（2019年3月31日現在)

注1）対象車両は事業用と自家用の合計で、特殊用途車を除く。
注2）エコカーの種類は､ハイブリッド車､天然ガス車､電気自動車､国が

認定している低燃費車(燃費基準達成車)･低排出ガス車。大型トラック

原油換算
計63,534kℓ

電気
46,672Kℓ
(73.5%)

軽油
13,909kℓ
(21.9%)

ガソリン
1,057Kℓ
(1.7%)

その他
 1,896Kℓ

(3.0%)

環境負荷の小さい物流サービスの提供
日立物流グループでは、物流サービスの中に省力化やモーダルシフトを取り入れ、お客様に最適なソリューションを提供する
とともに、サプライチェーン全体の環境負荷低減を提案しています。

ロジスティクスとデリバリーが融合した施設共同利用による環境負荷低減
当社と佐川急便株式会社は、両社の顧客基盤を活用した営業連携を進めて
います。この取り組みは、当社の物流センター内に佐川急便のサテライト
拠点を開設することで、集配トラック台数と走行距離の削減による環境負荷
低減や、倉庫内作業の効率化による省力化をめざすものです。2018年度
は、千葉県柏地区と京都府大山崎地区で実施し、CO2削減量は年間78.4ｔと
なっています。現在、両社は他エリアでも同様の取り組みを推進中です。

当社グループのエネルギー使用量（原油換算）内訳
(2018年度の建屋と車両の合計)
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ダブル連結トラック導入による環境負荷低減
グループ会社の株式会社バンテックセントラルでは、環境省と国土交通省の
連携事業である｢物流分野におけるCO２削減対策促進事業｣として、全長21m
のダブル連結トラック×2セットを2019年2月に導入し、2019年度より静岡県
富士市～京都府南丹市間にて運行を開始する予定です。今後は実運用を通じ
て安全性・運行管理・生産性等の検証を行い、さらなる導入を進めていきます。
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継続的な研修･会議の実施による管理レベルの向上 第三者認証への取り組み

事業所における自主的な運用改善活動の推進

・廃棄物管理担当者研修の継続的な推進
再資源化率実績（2018年度：99％）

・環境推進会議（国内外）の実施
国内：環境推進会議（年2回）、海外：環境責任者会議（年2回）

日立物流グループでは、第三者認証の
取得を進めており、現在、グリーンロジ
スティクス推進部では、「エコステージ」
の認証を取得しています。2017年度
より、ISO14001と同水準である｢エコ
ステージ2｣へと認証のレベルを向上し
ました。また、2019年3月末現在、「グ
リーン経営認証」 をトラック運送事業で
40事業所、倉庫業では8事業所にて取
得しています。今後も、これらを活用し
て、環境負荷の低減に努めていきます。

・設備の運用改善による電気使用量の抑制
各事業所でチェックリストに基づいた設備機器点検を
期に1回実施（2018年度：国内141カ所で実施）

・環境重点テーマ設定による環境意識の向上
日常的な活動を対象に、各事業所で自主的に環境重点
テーマを設定（2018年度：国内192カ所で実施）

● 日立物流グループＣＯ２排出量の推移

● サプライチェーン排出量の算定結果（2017年度）

海外でのインターモーダル※1の推進

再生資源物流の拡大推進

国内：管理システムの活用

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量の算定・公開

環境意識の向上

環境情報の公開

日立物流グループでは、専用コンテナを導入して海外でもモーダルシフ
トを推進し、グローバルでCO２削減に努めています。
トルコのグループ会社Mars Logistics Group Inc.は、独自のクロスボー
ダー輸送に力を入れています。イスタンブール等のトルコ国内拠点から
イタリアへの船舶輸送、イタリアからルクセンブルクまでの鉄道輸送、ル
クセンブルクからEU諸国主要都市へのトラック輸送に対応しています。

廃棄物から分別された廃プラスチックなどのリサイ
クル素材の物流サービスを行っています。
本サービスは、独自開発の新型コンテナ（特許取得
済み）を100基以上に増産し、新規就航ルートを開拓
しながら拡大しています。プラスチックごみの海洋
汚染問題等が指摘される中、リサイクル業界への環
境負荷の小さい物流サービスの提供を通じて、環境
問題解決に貢献しています。

現在活用している管理システム
・産業廃棄物管理システム（251拠点）
 マニフェスト管理（廃棄物処理法）　　　　　　　　　
・環境負荷調査システム(285拠点)
 電気、燃料等エネルギー使用量（省エネ法等）
・車両管理システム（544拠点）
 車両燃料使用量、走行距離、登録情報（省エネ法、NOx・PM法等）

2017年度から、｢スコープ1｣｢スコープ2｣に加えて、｢ス
コープ3｣（※）についても算定しています（右図参照）。今後
は、サプライチェーン全体のCO２排出量削減による地球温
暖化防止対策を推進していきます。

● 環境eラーニングでの学習　
毎年、パソコンにより学習できるeラーニング※を、主に国
内の従業員を対象に実施し、地球温暖化防止、資源循環、
生態系保全等について、従業員の理解促進を図っています

（2018年度：受講率99％）。さらに、行動規範eラーニン
グの中でも、環境についての内容を盛り込み、企業倫理と
しての環境の重要性を周知しています。

● 環境省 環境情報開示基盤整備事業への参画
ESG経営への取り組みの
一環として、2018年度は
環境省主催の環境情報登
録支援プログラムを受講
し、簡易フォーマットへの
登録を行いました。

● エコドライブ教育の継続実施　
社内でエコドライブ推進責任者を事業所毎に選任し、エコ
ドライブを推進して車両燃費の向上によるCO2排出量の
削減に取り組んでいます。2018年までにエコドライブ推
進責任者204名、自家ドライバー1,740名、計1,944名へ
のエコドライブ教育を完了しました。　　　

（※）
・スコープ1： 自社でのエネルギー（燃料等）使用に伴う直接排出（例：自社車両から排出されるCO2）　　
・スコープ２： 他社から供給されたエネルギーの使用に伴う間接排出（例：自社施設での電気の使用により、他社発電所から排出されたCO2）　
・スコープ３： スコープ１・２以外のサプライチェーンによる間接排出（例：外注委託輸送や従業員の出張等、全15カテゴリ）

注）スコープ1およびスコープ2の合計

※ｅラーニング(e-learning)：ネット環境を利用した学習形態

その他にも環境に配慮した物流サービスを提供しています。
詳しくはWebサイトをご覧ください。

http://www.hitachi-transportsystem.com/jp/solution/reverse/

廃棄物の再資源化率 環境意識向上eラーニング受講率

99% 99%
（2018年度） （2018年度）
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環境意識と環境管理レベルの向上
日立物流グループでは、管理システムを活用して実績データの把握および監視活動、海外においては重要な環境法令の調
査を行い、環境負荷管理、遵法確保等に努めています。2019年度より管理システムの見直しに取り組み、管理レベルの向上
を図るとともに従業員の意識向上と環境負荷低減を推進していきます。

環境コミュニケーションの推進
環境コミュニケーション活動として、事業所周辺の清掃活
動やライトダウン、従業員の啓発活動等を継続的に展開し
ています。
● 社内報への啓発記事の掲載
環境に関する全般的な知識やグループ内の取り組み事例、
トピックスの紹介等を掲載し、従業員および家族の環境意
識の向上を図り、環境対策への積極的な参加の促進に努
めています。
● 表彰関係
・「平成30年度モーダルシフト取り組み優良事業者※1」に

て優良事業者賞(有効活用部門)を受賞
・「2018日本パッケージングコンテスト※2」にて「電車部品

の通函」が「大型･重量物包装部門賞」を受賞

・「第19回物流環境大賞※1」にて「精密機器輸送のモーダ
ルシフト」が「物流環境負荷軽減技術賞」を受賞

自然との共生と環境コミュニケーションの推進
日立物流グループでは、継続的な教育とロジスティクスを発展させるさまざまな研究により、従業員一人ひとりの自主的な
環境活動の推進に努めています。

「エコステージ2」
認定書

「グリーン経営認証｣
登録証
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カテゴリの詳細はwebサイトをご覧ください
http://www.hitachi-transportsystem.com/jp/
profile/csr/environment/plan.html

サプライチェーン全体の排出量 スコープ3の内訳

スコープ3
80.3%

カテゴリ1
72.0%

その他のカテゴリ
8.0%

カテゴリ11
5.6%カテゴリ7

7.2%
カテゴリ2
7.2%

スコープ2
13.1%

スコープ1
6.6%

※1 一般社団法人 日本物流団体連合会 主催
※2 公益社団法人 日本包装技術協会 主催

★ RORO船※2 入出港
■ インターモーダル ターミナル
● 国境

トゥーロン
(フランス)

トリエステ
(イタリア) トルコ－ブルガリア国境

ペンディック(トルコ)

チェシュメ
(トルコ) メルスィン

(トルコ)

トルコ－
ギリシャ
国境

※1 インターモーダル：
トラック･船・鉄道等を組み合わせた複合一貫輸送

※2 RORO船（Roll on roll off ship）：
船首、船尾または船側面に開口部を設け、ランプウェイを渡し
て船倉内にトレーラなどが入り込める構造の船。
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